
「個別公共事業の評価書－平成１５年度－」の正誤表

頁 正 誤
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２．今回の評価結果について
　今回は、平成１６年度予算に向けた評価として、個別箇所で予算内示をされた事業を含め、新規事業採択
時評価７３５件、再評価２,５１０件及び完了後の事後評価１７３件を実施した。また、平成１５年度予算に関し
て、年度途中において予算化されたものについて、新規事業採択時評価２５件を実施した。事業種別ごとの
件数一覧は別添２及び別添４、評価結果は別添３及び別添５のとおりである。
　再評価及び完了後の事後評価にあたって、個別事業ごとに事業評価監視委員会から意見等を聴取した。
今後とも、これらを踏まえ適切に個別公共事業評価を実施することとしている。

２．今回の評価結果について
　今回は、平成１６年度予算に向けた評価として、個別箇所で予算内示をされた事業を含め、新規事業採択
時評価７３５件、再評価２,５０９件及び完了後の事後評価１７３件を実施した。また、平成１５年度予算に関し
て、年度途中において予算化されたものについて、新規事業採択時評価２５件を実施した。事業種別ごとの
件数一覧は別添２及び別添４、評価結果は別添３及び別添５のとおりである。
　再評価及び完了後の事後評価にあたって、個別事業ごとに事業評価監視委員会から意見等を聴取した。
今後とも、これらを踏まえ適切に個別公共事業評価を実施することとしている。

資料４



【公共事業関係費】

再評価実施箇所数

うち見直
し継続

河川事業 直轄・公団事業 0 7 0 90 2 99 99 0 0 0

補助事業等 1 43 0 664 21 729 722 3 7 0

ダム事業 直轄・公団事業 0 3 0 35 3 41 38 0 3 0

補助事業等 0 2 0 65 8 75 62 0 8 5

砂防事業等 直轄事業 0 7 0 26 0 33 33 0 0 0

補助事業等 0 33 0 122 0 155 155 0 0 0

海岸事業 直轄事業 0 2 0 7 0 9 9 0 0 0

補助事業等 0 19 0 65 1 85 85 2 0 0

道路・街路事業 直轄・公団事業 2 21 0 114 56 193 188 24 5 0

補助事業等 4 112 1 169 1 287 283 1 4 0

土地区画整理事業 1 56 0 77 3 137 133 0 2 2

市街地再開発事業 5 5 0 10 8 28 24 2 4 0

港湾整備事業 直轄事業 1 9 0 14 4 28 27 0 1 0

補助事業等 2 40 0 19 4 65 55 3 6 4

空港整備事業 補助事業等 0 1 0 0 0 1 1 0 0 0

0 1 0 0 0 1 1 0 0 0

公営住宅整備事業 0 7 0 1 0 8 8 0 0 0

平成１６年度予算に向けた再評価について

評価
手続中

事　　　業　　　区　　　分
その他 計

準備計

画５年

５年
未着工

10年
継続中

中止

再評価結果

継　　続再々
評価

航空路整備事業

【公共事業関係費】

再評価実施箇所数

うち見直
し継続

河川事業 直轄・公団事業 0 7 0 90 2 99 99 0 0 0

補助事業等 1 43 0 664 21 729 722 3 7 0

ダム事業 直轄・公団事業 0 3 0 35 3 41 38 0 3 0

補助事業等 0 2 0 66 8 76 63 0 8 5

砂防事業等 直轄事業 0 7 0 26 0 33 33 0 0 0

補助事業等 0 33 0 122 0 155 155 0 0 0

海岸事業 直轄事業 0 2 0 7 0 9 9 0 0 0

補助事業等 0 19 0 65 1 85 85 2 0 0

道路・街路事業 直轄・公団事業 2 21 0 114 56 193 188 24 5 0

補助事業等 4 112 1 169 1 287 283 1 4 0

土地区画整理事業 1 56 0 77 3 137 133 0 2 2

市街地再開発事業 5 5 0 10 8 28 24 2 4 0

港湾整備事業 直轄事業 1 9 0 14 4 28 27 0 1 0

補助事業等 2 40 0 19 4 65 55 3 6 4

空港整備事業 補助事業等 0 1 0 0 0 1 1 0 0 0

0 1 0 0 0 1 1 0 0 0

平成１６年度予算に向けた再評価について

評価
手続中

事　　　業　　　区　　　分
その他 計

準備計

画５年

５年
未着工

10年
継続中

中止

再評価結果

継　　続再々
評価

航空路整備事業
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公営住宅整備事業 0 7 0 1 0 8 8 0 0 0

住宅地区改良事業 0 0 0 3 0 3 3 0 0 0

0 25 0 27 8 60 56 1 3 1

0 25 0 17 0 42 41 4 0 1

下水道事業 0 159 0 0 60 219 218 0 0 1

直轄・公団事業 0 2 0 0 0 2 2 0 0 0

補助事業等 0 26 0 149 0 175 175 0 0 0

都市基盤整備公団事業（再掲含む） 2 28 0 28 2 60 55 12 5 0

うち河川事業（再掲） 0 0 0 2 0 2 2 0 0 0

うち道路・街路事業（再掲） 0 1 0 0 0 1 1 0 0 0

うち市街地再開発事業（再掲） 1 0 0 1 0 2 2 1 0 0

うち住宅市街地基盤整備事業（再掲） 0 10 0 7 0 17 17 1 0 0

うち住宅市街地総合整備事業（再掲） 0 9 0 0 0 9 9 4 0 0

うち土地区画整理事業（再掲） 0 1 0 0 0 1 1 0 0 0

うち都市公園事業（再掲） 0 1 0 0 0 1 1 0 0 0

地域振興整備公団事業（再掲含む） 0 1 0 7 0 8 8 1 0 0

うち土地区画整理事業（再掲） 0 1 0 0 0 1 1 0 0 0

17 611 1 1,699 181 2,509 2,447 47 48 14

注１

注２

注３
注４ 再評価対象基準

合　　　　計

住宅市街地総合整備事業

都市公園事業

住宅市街地基盤整備事業
（旧住宅宅地関連公共施設等総合整備事業）

その他：社会経済情勢の急激な変化、技術革新等により再評価の実施の必要が生じた事業

都市基盤整備公団事業には、公団が自ら企画立案し、国の許認可を得て実施する事業を含む。

再々評価：再評価実施後一定期間（５又は１０年間）が経過している事業

「うち河川事業（再掲）」等は、「河川事業」等各事業の内数の再掲。

準備計画５年：準備・計画段階で一定期間（５年間）が経過している事業

地域振興整備公団事業は、地方公共団体からの事業要請を受け国の認可を得て実施する事業。

５年未着工：事業採択後一定期間（５年間）が経過した時点で未着工の事業
10年継続中：事業採択後長期間（１０年間）が経過した時点で継続中の事業

公営住宅整備事業 0 7 0 1 0 8 8 0 0 0

住宅地区改良事業 0 0 0 3 0 3 3 0 0 0

0 25 0 27 8 60 56 1 3 1

0 25 0 17 0 42 41 4 0 1

下水道事業 0 159 0 0 60 219 218 0 0 1

直轄・公団事業 0 2 0 0 0 2 2 0 0 0

補助事業等 0 26 0 149 0 175 175 0 0 0

都市基盤整備公団事業（再掲含む） 2 28 0 28 2 60 55 12 5 0

うち河川事業（再掲） 0 0 0 2 0 2 2 0 0 0

うち道路・街路事業（再掲） 0 1 0 0 0 1 1 0 0 0

うち市街地再開発事業（再掲） 1 0 0 1 0 2 2 1 0 0

うち住宅市街地基盤整備事業（再掲） 0 10 0 7 0 17 17 1 0 0

うち住宅市街地総合整備事業（再掲） 0 9 0 0 0 9 9 4 0 0

うち土地区画整理事業（再掲） 0 1 0 0 0 1 1 0 0 0

うち都市公園事業（再掲） 0 1 0 0 0 1 1 0 0 0

地域振興整備公団事業（再掲含む） 0 1 0 7 0 8 8 1 0 0

うち土地区画整理事業（再掲） 0 1 0 0 0 1 1 0 0 0

17 611 1 1,700 181 2,510 2,448 47 48 14

注１

注２

注３
注４ 再評価対象基準

合　　　　計

住宅市街地総合整備事業

都市公園事業

住宅市街地基盤整備事業
（旧住宅宅地関連公共施設等総合整備事業）

その他：社会経済情勢の急激な変化、技術革新等により再評価の実施の必要が生じた事業

都市基盤整備公団事業には、公団が自ら企画立案し、国の許認可を得て実施する事業を含む。

再々評価：再評価実施後一定期間（５又は１０年間）が経過している事業

「うち河川事業（再掲）」等は、「河川事業」等各事業の内数の再掲。

準備計画５年：準備・計画段階で一定期間（５年間）が経過している事業

地域振興整備公団事業は、地方公共団体からの事業要請を受け国の認可を得て実施する事業。

５年未着工：事業採択後一定期間（５年間）が経過した時点で未着工の事業
10年継続中：事業採択後長期間（１０年間）が経過した時点で継続中の事業

再々評価 922 856 787 1.1

・昭和50年8月洪水では、浸水家屋421戸の浸水被害が発生し、近年に
おいても昭和56年、平成11年に浸水被害が発生している。
・当該事業の実施により、名駒地点で3,000m3/sの内、当面の治水安
全度を1/40規模まで確保する。

継続 本省河川局治水課
（課長　望月　常好）

尻別川直轄河川改修事業
北海道開発局

浸水戸数：1,050戸
浸水面積：2,000ha

再々評価 787 856 787 1.1

・昭和50年8月洪水では、浸水家屋421戸の浸水被害が発生し、近年に
おいても昭和56年、平成11年に浸水被害が発生している。
・当該事業の実施により、名駒地点で3,000m3/sの内、当面の治水安
全度を1/40規模まで確保する。

継続
本省河川局治水課

（課長　望月　常好）
浸水戸数：1,050戸
浸水面積：2,000ha

尻別川直轄河川改修事業
北海道開発局
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再々評価 577 497 473 1.1

・昭和37年8月洪水では、死者2人、浸水家屋920戸の浸水被害が発生
し、近年においても平成4年、平成10年、平成13年、平成15年に浸水
被害が発生している。
・当該事業の実施により、鵡川地点で3,600m3/sの内、当面の治水安
全度を1/40規模まで確保する。

継続
本省河川局治水課

（課長　望月　常好）
鵡川直轄河川改修事業
北海道開発局

浸水戸数：3,350戸
浸水面積：2,850ha 再々評価 473 497 473 1.1

・昭和37年8月洪水では、死者2人、浸水家屋920戸の浸水被害が発生
し、近年においても平成4年、平成10年、平成13年、平成15年に浸水
被害が発生している。
・当該事業の実施により、鵡川地点で3,600m3/sの内、当面の治水安
全度を1/40規模まで確保する。

継続
本省河川局治水課

（課長　望月　常好）
鵡川直轄河川改修事業
北海道開発局

浸水戸数：3,350戸
浸水面積：2,850ha

再々評価 10,017 58,787 7,179 8.2

・昭和56年8月洪水では、死者1人、浸水家屋339戸の浸水被害が発生
し、近年においても平成10年、平成13年、平成15年に浸水被害が発生
している。
・当該事業の実施により、茂岩地点で13,700m3/sの内、当面の治水安
全度を1/40規模まで確保する。

継続
本省河川局治水課

（課長　望月　常好）
十勝川直轄河川改修事業
北海道開発局

浸水戸数：52,000戸
浸水面積：30,700ha

再々評価 7,179 58,787 7,179 8.2

・昭和56年8月洪水では、死者1人、浸水家屋339戸の浸水被害が発生
し、近年においても平成10年、平成13年、平成15年に浸水被害が発生
している。
・当該事業の実施により、茂岩地点で13,700m3/sの内、当面の治水安
全度を1/40規模まで確保する。

継続
本省河川局治水課

（課長　望月　常好）
浸水戸数：52,000戸
浸水面積：30,700ha

十勝川直轄河川改修事業
北海道開発局

再々評価 1,130 2,049 1,033 2.0

・昭和54年10月洪水では、浸水家屋320戸の浸水被害が発生し、近年
においても平成4年、平成10年に浸水被害が発生している。
・当該事業の実施により、標茶地点で1,200m3/sの内、当面の治水安
全度を1/40規模まで確保する。

継続
本省河川局治水課

（課長　望月　常好）
釧路川直轄河川改修事業
北海道開発局

浸水戸数：16,500戸
浸水面積：8,720ha

再々評価 1,033 2,049 1,033 2.0

・昭和54年10月洪水では、浸水家屋320戸の浸水被害が発生し、近年
においても平成4年、平成10年に浸水被害が発生している。
・当該事業の実施により、標茶地点で1,200m3/sの内、当面の治水安
全度を1/40規模まで確保する。

継続
本省河川局治水課

（課長　望月　常好）
浸水戸数：16,500戸
浸水面積：8,720ha

釧路川直轄河川改修事業
北海道開発局

再々評価 844 3,111 782 4.0

・平成4年9月洪水では、浸水家屋322戸の浸水被害が発生し、近年に
おいても平成10年、平成13年に浸水被害が発生している。
・当該事業の実施により、美幌地点で1,200m3/sの内、当面の治水安
全度を1/40規模まで確保する。

継続
本省河川局治水課

（課長　望月　常好）
網走川直轄河川改修事業
北海道開発局

浸水戸数：2,500戸
浸水面積：3,120ha

再々評価 782 3,111 782 4.0

・平成4年9月洪水では、浸水家屋322戸の浸水被害が発生し、近年に
おいても平成10年、平成13年に浸水被害が発生している。
・当該事業の実施により、美幌地点で1,200m3/sの内、当面の治水安
全度を1/40規模まで確保する。

継続
本省河川局治水課

（課長　望月　常好）
網走川直轄河川改修事業
北海道開発局

浸水戸数：2,500戸
浸水面積：3,120ha

再々評価 1,920 2,057 1,501 1.4

・昭和50年9月洪水では、死者1人、浸水家屋1,060戸の浸水被害が発
生し、近年においても平成4年、平成10年、平成13年に浸水被害が発
生している。
・当該事業の実施により、北見地点で1,600m3/sの内、当面の治水安
全度を1/40規模まで確保する。

継続
本省河川局治水課

（課長　望月　常好）
常呂川直轄河川改修事業
北海道開発局

浸水戸数：5,900戸
浸水面積：5,290ha

再々評価 1,501 2,057 1,501 1.4

・昭和50年9月洪水では、死者1人、浸水家屋1,060戸の浸水被害が発
生し、近年においても平成4年、平成10年、平成13年に浸水被害が発
生している。
・当該事業の実施により、北見地点で1,600m3/sの内、当面の治水安
全度を1/40規模まで確保する。

継続
本省河川局治水課

（課長　望月　常好）
常呂川直轄河川改修事業
北海道開発局

浸水戸数：5,900戸
浸水面積：5,290ha

再々評価 355 1,060 363 2.9

・平成4年9月洪水では、浸水家屋104戸の浸水被害が発生し、近年に
おいても平成10年、平成13年に浸水被害が発生している。
・当該事業の実施により、開盛地点で1,800m3/sの内、当面の治水安
全度を既往最大規模まで確保する。

継続
本省河川局治水課

（課長　望月　常好）
湧別川直轄河川改修事業
北海道開発局

浸水戸数：5,500戸
浸水面積：3,070ha 再々評価 363 1,060 363 2.9

・平成4年9月洪水では、浸水家屋104戸の浸水被害が発生し、近年に
おいても平成10年、平成13年に浸水被害が発生している。
・当該事業の実施により、開盛地点で1,800m3/sの内、当面の治水安
全度を既往最大規模まで確保する。

継続
本省河川局治水課

（課長　望月　常好）
浸水戸数：5,500戸
浸水面積：3,070ha

湧別川直轄河川改修事業
北海道開発局

再々評価 171 489 193 2.5

・平成10年9月洪水では、浸水家屋157戸の浸水被害が発生し、近年に
おいても平成12年、平成13年に浸水被害が発生している。
・当該事業の実施により、上渚滑地点で1,300m3/sの内、当面の治水
安全度を既往最大規模まで確保する。

継続
本省河川局治水課

（課長　望月　常好）
渚滑川直轄河川改修事業
北海道開発局

浸水戸数：620戸
浸水面積：1,420ha

再々評価 193 489 193 2.5

・平成10年9月洪水では、浸水家屋157戸の浸水被害が発生し、近年に
おいても平成12年、平成13年に浸水被害が発生している。
・当該事業の実施により、上渚滑地点で1,300m3/sの内、当面の治水
安全度を既往最大規模まで確保する。

継続
本省河川局治水課

（課長　望月　常好）
浸水戸数：620戸
浸水面積：1,420ha

渚滑川直轄河川改修事業
北海道開発局
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再々評価 890 2,617 1,396 1.9

平成10年10月台風では岡山市を中心として7,206戸の浸水被害が発生
するなど、昭和に入ってから5回の浸水被害が発生している。
当該事業の実施により旭川の計画高水流量6,000(m3/s)のうち
2,000(m3/s)を放水路へ分流し、岡山市の治水安全度を向上させる。

継続
本省河川局治水課

（課長　望月　常好）
浸水戸数：127,280戸
浸水農地面積：2,823ha

旭川直轄河川改修事業
（旭川放水路）
中国地方整備局

再々評価 890 20,658 1,396 1.9

平成10年10月台風では岡山市を中心として7,206戸の浸水被害が発生
するなど、昭和に入ってから5回の浸水被害が発生している。
当該事業の実施により旭川の計画高水流量6,000(m3/s)のうち
2,000(m3/s)を放水路へ分流し、岡山市の治水安全度を向上させる。

継続
本省河川局治水課

（課長　望月　常好）

旭川直轄河川改修事業
（旭川放水路）
中国地方整備局

浸水戸数：127,280戸
浸水農地面積：2,823ha

再々評価 1,090 1,348 515 2.6

・本明川流域は、昭和32年洪水により死者494名、床上浸水2,734戸、
床下浸水675戸と甚大な被害が発生しているほか、近年においても
度々洪水被害が発生している。
・今後は、堤防整備、河道掘削等を行い更なる治水安全度の向上を図
る。

継続
本省河川局治水課

（課長　望月　常好）
浸水世帯数：7338世帯
浸水面積：1989ha

本明川直轄河川改修事業
九州地方整備局 再々評価 709 1,348 515 2.6

・本明川流域は、昭和32年洪水により死者494名、床上浸水2,734戸、
床下浸水675戸と甚大な被害が発生しているほか、近年においても
度々洪水被害が発生している。
・今後は、堤防整備、河道掘削等を行い更なる治水安全度の向上を図
る。

継続
本省河川局治水課

（課長　望月　常好）
本明川直轄河川改修事業
九州地方整備局

浸水世帯数：7338世帯
浸水面積：1989ha

再々評価 182 359 184 2.0
・平成10年9月洪水では、浸水家屋8戸の浸水被害が発生している。
・当該事業の実施により、治水安全度を合流点地点で計画規模の
910m3/sまで確保する。

継続
本省河川局治水課

（課長　望月　常好）
標津川直轄河川改修事業
北海道開発局

浸水戸数：70戸
浸水面積：1,170ha

再々評価 184 359 184 2.0
・平成10年9月洪水では、浸水家屋8戸の浸水被害が発生している。
・当該事業の実施により、治水安全度を合流点地点で計画規模の
910m3/sまで確保する。

継続
本省河川局治水課

（課長　望月　常好）
浸水戸数：70戸
浸水面積：1,170ha

標津川直轄河川改修事業
北海道開発局

再々評価 201 206 203 1.0

・昭和45年10月洪水では、浸水家屋28戸の浸水被害が発生し、近年に
おいても平成7年に浸水被害が発生している。
・当該事業の実施により、治水安全度を声問橋地点で計画規模の
270m3/sまで確保する。

継続
本省河川局治水課

（課長　望月　常好）
声問川直轄河川改修事業
北海道開発局

浸水戸数：75戸
浸水面積：580ha

再々評価 203 206 203 1.0

・昭和45年10月洪水では、浸水家屋28戸の浸水被害が発生し、近年に
おいても平成7年に浸水被害が発生している。
・当該事業の実施により、治水安全度を声問橋地点で計画規模の
270m3/sまで確保する。

継続
本省河川局治水課

（課長　望月　常好）
浸水戸数：75戸
浸水面積：580ha

声問川直轄河川改修事業
北海道開発局

再々評価 777 439 165 2.7
　沿川人家連帯地区であるが、無堤部もあり流下能力が不足してい
る。当該事業と上流県区間の河川改修の実施により、治水安全度を厚
木地点で計画規模7,300m3/sまで確保する。

継続
本省河川局治水課

（課長　望月　常好）
相模川直轄河川改修事業
関東地方整備局

浸水戸数：19,000戸
浸水面積：1,000ha

再々評価 693 439 165 2.7
　沿川人家連帯地区であるが、無堤部もあり流下能力が不足してい
る。当該事業と上流県区間の河川改修の実施により、治水安全度を厚
木地点で計画規模7,300m3/sまで確保する。

継続
本省河川局治水課

（課長　望月　常好）
相模川直轄河川改修事業
関東地方整備局

浸水戸数：19,000戸
浸水面積：1,000ha

再々評価 450 551 260 2.1

 昭和57年8月洪水では富士川の山間部の平地で25箇所の浸水被害が発
生している。未対策区間も多く存在し、浸水被害発生の恐れがある。
当該事業の実施により、戦後最大規模である昭和57年8月出水規模の
洪水に対しては安全に流下することが可能となる。

継続
本省河川局治水課

（課長　望月　常好）
富士川直轄河川改修事業（富士川改修）
関東地方整備局

浸水戸数：2,754戸
浸水面積：806ha

再々評価 332 551 260 2.1

 昭和57年8月洪水では富士川の山間部の平地で25箇所の浸水被害が発
生している。未対策区間も多く存在し、浸水被害発生の恐れがある。
当該事業の実施により、戦後最大規模である昭和57年8月出水規模の
洪水に対しては安全に流下することが可能となる。

継続
本省河川局治水課

（課長　望月　常好）
富士川直轄河川改修事業（富士川改修）
関東地方整備局

浸水戸数：2,754戸
浸水面積：806ha

その他 1,034 21,939 863 25.5

・白川流域は、平成2年洪水により死者・行方不明者14名、床上浸水
1614戸、床下浸水2200戸と甚大な被害が発生しているほか、近年にお
いても度々洪水被害が発生している。
・今後は、堤防整備、河道掘削等を行い更なる治水安全度の向上を図
る。

継続
本省河川局治水課

（課長　望月　常好）
浸水世帯数：115,441世帯
浸水面積：9,091ha

白川直轄河川改修事業
九州地方整備局

その他 1,034 21,939 863 26.0

・白川流域は、平成2年洪水により死者・行方不明者14名、床上浸水
1614戸、床下浸水2200戸と甚大な被害が発生しているほか、近年にお
いても度々洪水被害が発生している。
・今後は、堤防整備、河道掘削等を行い更なる治水安全度の向上を図
る。

継続
本省河川局治水課

（課長　望月　常好）
白川直轄河川改修事業
九州地方整備局

浸水世帯数：115,441世帯
浸水面積：9,091ha

再々評価 6,260 10,863 2,193 5.0

・筑後川流域は、昭和28年洪水により死者147名、床上浸水49,201
戸、床下浸水46,323戸と甚大な被害が発生しているほか、近年におい
ても度々洪水被害が発生している。
・今後は、堤防整備、河道掘削等を行い更なる治水安全度の向上を図
る。

継続
本省河川局治水課

（課長　望月　常好）
浸水世帯数：270644世帯
浸水面積：59831ha

筑後川直轄河川改修事業
九州地方整備局

再々評価 1,890 10,863 2,193 5.0

・筑後川流域は、昭和28年洪水により死者147名、床上浸水49,201
戸、床下浸水46,323戸と甚大な被害が発生しているほか、近年におい
ても度々洪水被害が発生している。
・今後は、堤防整備、河道掘削等を行い更なる治水安全度の向上を図
る。

継続
本省河川局治水課

（課長　望月　常好）
筑後川直轄河川改修事業
九州地方整備局

浸水世帯数：270644世帯
浸水面積：59831ha
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再々評価 960 1,074 482 2.2

・大分川流域は、昭和28年洪水により死者行方不明者84名、床上・床
下浸水38,582戸と甚大な被害が発生しているほか、近年においても
度々洪水被害が発生している。
・今後は、堤防整備、河道掘削等を行い更なる治水安全度の向上を図
る。

継続
本省河川局治水課

（課長　望月　常好）
大分川直轄河川改修事業
九州地方整備局

浸水世帯数：65685世帯
浸水面積：4694ha

再々評価 560 1,074 482 2.2

・大分川流域は、昭和28年洪水により死者行方不明者84名、床上・床
下浸水38,582戸と甚大な被害が発生しているほか、近年においても
度々洪水被害が発生している。
・今後は、堤防整備、河道掘削等を行い更なる治水安全度の向上を図
る。

継続
本省河川局治水課

（課長　望月　常好）
大分川直轄河川改修事業
九州地方整備局

浸水世帯数：65685世帯
浸水面積：4694ha

再々評価 337 405 296 1.4

・茨戸川は都市近郊にある親水空間として、ボートや釣りなど水面利用が多
い。
・これまでに実施してきた浚渫と今後、導水事業により茨戸川の水質改善と
札幌北部地区河川の流量回復を図る。

継続
北海道開発局
河川計画課

（課長　柏木　才助）

石狩川下流直轄河川環境整備事業
（水環境整備事業）
北海道開発局

・ＣＶＭ法（水質改善に対する支
払意志額）

再々評価 296 405 296 1.4

・茨戸川は都市近郊にある親水空間として、ボートや釣りなど水面利用が多
い。
・これまでに実施してきた浚渫と今後、導水事業により茨戸川の水質改善と
札幌北部地区河川の流量回復を図る。

継続
北海道開発局
河川計画課

（課長　柏木　才助）

石狩川下流直轄河川環境整備事業
（水環境整備事業）
北海道開発局

・ＣＶＭ法（水質改善に対する支
払意志額）

再々評価 260 1,620 603 2.7

・昭和52年8月に浸水家屋295戸の被害が発生しており、近年では平成
2年9月に浸水被害が発生している。
・当該事業の実施により､現況流下能力160m3/s(1/1)が940m3/s(1/50)
まで向上する｡

継続
東北地方整備局

地域河川課
（課長　山内　芳朗）

十川広域基幹河川改修事業
青森県

浸水戸数：1,326戸
浸水農地面積：1,243ha

再々評価 260 1,620 603 2.6

・昭和52年8月に浸水家屋295戸の被害が発生しており、近年では平成
2年9月に浸水被害が発生している。
・当該事業の実施により､現況流下能力160m3/s(1/1)が940m3/s(1/50)
まで向上する｡

継続
東北地方整備局

地域河川課
（課長　山内　芳朗）

十川広域基幹河川改修事業
青森県

浸水戸数：1,326戸
浸水農地面積：1,243ha

再々評価 236 306 216 1.4
・平成14年の出水により14戸の浸水被害が発生している。
・当該事業の実施により、現況流下能力85m3/s(1/10)が
120m3/s(1/30)まで向上する。

継続
東北地方整備局

地域河川課
（課長　山内　芳朗）

迫川広域基幹河川改修事業（荒川）
宮城県

浸水戸数：1,213戸
浸水農地面積：1,839ha

再々評価 220 306 216 1.4
・平成14年の出水により14戸の浸水被害が発生している。
・当該事業の実施により、現況流下能力85m3/s(1/10)が
120m3/s(1/30)まで向上する。

継続
東北地方整備局

地域河川課
（課長　山内　芳朗）

迫川広域基幹河川改修事業（荒川）
宮城県

浸水戸数：1,213戸
浸水農地面積：1,839ha

再々評価 102 161 145 1.1

・昭和３０年に家屋浸水３５戸、農地浸水５４０haの被害が発生して
いる。
・当該事業の実施により、現況流下能力528m3/sが800m3/s(1/20)まで
向上する。

継続
東北地方整備局

地域河川課
（課長　山内　芳朗）

月光川広域基幹河川改修事業
山形県

浸水戸数　791戸
浸水農地面積　1,017ha 再々評価 102 16 15 1.1

・昭和３０年に家屋浸水３５戸、農地浸水５４０haの被害が発生して
いる。
・当該事業の実施により、現況流下能力528m3/sが800m3/s(1/20)まで
向上する。

継続
東北地方整備局

地域河川課
（課長　山内　芳朗）

月光川広域基幹河川改修事業
山形県

浸水戸数　791戸
浸水農地面積　1,017ha

再々評価 38 148 34 4.4
・過去25年間で３回(S57、H2、H10)の浸水被害が発生している。
・当該事業の実施により、流下能力を現況の1,350m3/sから1,800m3/s
に高める。

継続
近畿地方整備局

地域河川課
（課長　蒲原　潤一）

南川広域基幹河川改修事業
福井県

浸水戸数：265戸
浸水農地面積：115ha

再々評価 38 422 34 4.4
・過去25年間で３回(S57、H2、H10)の浸水被害が発生している。
・当該事業の実施により、流下能力を現況の1,350m3/sから1,800m3/s
に高める。

継続
近畿地方整備局

地域河川課
（課長　蒲原　潤一）

南川広域基幹河川改修事業
福井県

浸水戸数：265戸
浸水農地面積：115ha

再々評価 162 63 20 3.2

・昭和57年には、台風の影響により1年間に2度天竜川沿川で500戸以
上の浸水被害が発生しているなど、過去30年に3回の浸水被害が発生
している。
・当該事業の実施により、現況の流下能力は概ね400m3/s程度である
が、概ね600m3/sまで向上する。

継続
関東地方整備局

地域河川課
（課長　前原　克二）

天竜川広域基幹河川改修事業（天竜川）
長野県

浸水戸数：3000戸
浸水面積：1260ha
浸水区域内耕地：90ha

再々評価 162 632 199 3.1

・昭和57年には、台風の影響により1年間に2度天竜川沿川で500戸以
上の浸水被害が発生しているなど、過去30年に3回の浸水被害が発生
している。
・当該事業の実施により、現況の流下能力は概ね400m3/s程度である
が、概ね600m3/sまで向上する。

継続
関東地方整備局

地域河川課
（課長　前原　克二）

天竜川広域基幹河川改修事業（天竜川）
長野県

浸水戸数：3000戸
浸水面積：1260ha
浸水区域内耕地：90ha

再々評価 179 3,083 336 9.2
・現況では概ね5年に1度程度の安全度しかないが、当該事業の実施に
より概ね50年に1度程度まで向上する。 継続

中部地方整備局
地域河川課

（課長　村上　由高）

可児川広域基幹河川改修事業
岐阜県

浸水戸数：2694戸
浸水農地：272.5ha
浸水宅地：317.8ha

再々評価 17,905 3,083 336 9.2
・現況では概ね5年に1度程度の安全度しかないが、当該事業の実施に
より概ね50年に1度程度まで向上する。

継続
中部地方整備局

地域河川課
（課長　村上　由高）

可児川広域基幹河川改修事業
岐阜県

浸水戸数：2694戸
浸水農地：272.5ha
浸水宅地：317.8ha

再々評価 96 1,463 96 15.3
当該事業の実施により想定される東海地震による津波被害を解消す
る。

継続
中部地方整備局

地域河川課
（課長 村上 由高）

浸水戸数：2,363戸
浸水農地面積：4ha

馬込川広域基幹河川改修事業（津波工区）
静岡県

再々評価 96 1,463 96 15.2
当該事業の実施により想定される東海地震による津波被害を解消す
る。 継続

中部地方整備局
地域河川課

（課長 村上 由高）

浸水戸数：2,363戸
浸水農地面積：4ha

馬込川広域基幹河川改修事業（津波工区）
静岡県62
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る。
（課長　村上　由高）浸水農地面積：4ha静岡県 る。

（課長　村上　由高）浸水農地面積：4ha静岡県

再々評価 30 1,021 33 30.7

昭和49年には、流域で1,632戸の浸水被害が発生しているなど、過去
30年間に7回の浸水被害が発生している。
当該事業の実施により、流下能力を下流部で概ね35m3/s程度から
60m3/sとし、治水安全度を10年に１回程度まで向上させる。

継続
中部地方整備局

地域河川課
（課長　村上　由高）

大門川都市基盤河川改修事業
静岡市

浸水戸数：2,311戸
浸水農地面積：8ha

再々評価 30 1,021 33 31.0

昭和49年には、流域で1,632戸の浸水被害が発生しているなど、過去
30年間に7回の浸水被害が発生している。
当該事業の実施により、流下能力を下流部で概ね35m3/s程度から
60m3/sとし、治水安全度を10年に１回程度まで向上させる。

継続
中部地方整備局

地域河川課
（課長　村上　由高）

大門川都市基盤河川改修事業
静岡市

浸水戸数：2,311戸
浸水農地面積：8ha

再々評価 839 693 43 16.3
・平成12年には、名古屋市等で約8200戸の浸水被害が発生している。
・当該事業の実施により、治水安全度は100年に1回程度まで向上す
る。

継続
中部地方整備局

地域河川課
（課長　村上　由高）

浸水戸数31,196戸
浸水農地面積64ha

天白川広域基幹河川改修事業
愛知県 再々評価 839 693 43 16.1

・平成12年には、名古屋市等で約8200戸の浸水被害が発生している。
・当該事業の実施により、治水安全度は100年に1回程度まで向上す
る。

継続
中部地方整備局

地域河川課
（課長　村上　由高）

天白川広域基幹河川改修事業
愛知県

浸水戸数31,196戸
浸水農地面積64ha

再々評価 51 18 3 7.2
・平成3年には、西尾市で約150戸の浸水被害が発生している。
・当該事業の実施により、治水安全度は30年に1回程度まで向上す
る。

継続
中部地方整備局

地域河川課
（課長　村上　由高）

北浜川（二の沢川）広域一般河川改修事業
愛知県

浸水戸数586戸
浸水農地面積3ha

再々評価 51 18 2.6 7.2
・平成3年には、西尾市で約150戸の浸水被害が発生している。
・当該事業の実施により、治水安全度は30年に1回程度まで向上す
る。

継続
中部地方整備局

地域河川課
（課長　村上　由高）

北浜川（二の沢川）広域一般河川改修事業
愛知県

浸水戸数586戸
浸水農地面積3ha

再々評価 155 9 8 1.2
・平成12年には、刈谷市等で約400戸の浸水被害が発生している。
・当該事業の実施により、治水安全度は5年に1回程度まで向上する。 継続

中部地方整備局
地域河川課

（課長　村上　由高）

浸水戸数667戸
浸水農地面積159ha

境川総合治水対策特定　　　河川事業（境
川）
愛知県

再々評価 155 9.3 7.8 1.2
・平成12年には、刈谷市等で約400戸の浸水被害が発生している。
・当該事業の実施により、治水安全度は5年に1回程度まで向上する。 継続

中部地方整備局
地域河川課

（課長　村上　由高）

境川総合治水対策特定　　　河川事業（境
川）
愛知県

浸水戸数667戸
浸水農地面積159ha

再々評価 282 15,046 290 51.9

昭和46年、昭和49年に被災しており、昭和49年には、浸水戸数6,961
戸、浸水面積547haの被害が発生している。
当該事業の実施により、現況流下能力63m3/sを400m3/sまで向上させ
る。

継続
中部地方整備局

地域河川課
（課長　村上　由高）

浸水戸数：11,974戸
浸水農地面積：246ha

志登茂川広域基幹河川改修事業
三重県

再々評価 280 15,046 290 51.9

昭和46年、昭和49年に被災しており、昭和49年には、浸水戸数6,961
戸、浸水面積547haの被害が発生している。
当該事業の実施により、現況流下能力63m3/sを400m3/sまで向上させ
る。

継続
中部地方整備局

地域河川課
（課長　村上　由高）

志登茂川広域基幹河川改修事業
三重県

浸水戸数：11,974戸
浸水農地面積：246ha

再々評価 61 162 67 2.4

昭和49年には、浸水戸数205戸、浸水面積212haの被害が発生してい
る。
当該事業の実施により、現況流下能力370m3/sを1,080m3/sまで向上さ
せる。

継続
中部地方整備局

地域河川課
（課長　村上　由高）

宮川広域基幹河川改修事業（大内山川）
三重県

浸水戸数：259戸
浸水農地面積：42ha 再々評価 60 162 67 2.4

昭和49年には、浸水戸数205戸、浸水面積212haの被害が発生してい
る。
当該事業の実施により、現況流下能力370m3/sを1,080m3/sまで向上さ
せる。

継続
中部地方整備局

地域河川課
（課長　村上　由高）

宮川広域基幹河川改修事業（大内山川）
三重県

浸水戸数：259戸
浸水農地面積：42ha

再々評価 181 1,273 166 7.7

昭和28年、34年、49年、57年など過去に度重なる水害を被っている。
特に、昭和49年には、浸水戸数3,346戸、浸水面積370haの被害が発生
している。
当該事業の実施により、現況流下能力610m3/sを930m3/sまで向上させ
る。

継続
中部地方整備局

地域河川課
（課長　村上　由高）

五十鈴川広域基幹河川改修事業
三重県

浸水戸数：529戸
浸水農地面積：202ha

再々評価 183 1,273 166 7.7

昭和28年、34年、49年、57年など過去に度重なる水害を被っている。
特に、昭和49年には、浸水戸数3,346戸、浸水面積370haの被害が発生
している。
当該事業の実施により、現況流下能力610m3/sを930m3/sまで向上させ
る。

継続
中部地方整備局

地域河川課
（課長　村上　由高）

五十鈴川広域基幹河川改修事業
三重県

浸水戸数：529戸
浸水農地面積：202ha

再々評価 287 2,700 299 9.0

昭和34年には、浸水戸数200戸、農地浸水面積540haがあり、昭和57
年、平成2年、3年、5年の洪水時には、木津川沿いの国道422号の冠水
や沿川家屋の浸水被害が生じている。
当該事業の実施により、現況流下能力320m3/sを1,400m3/sまで向上さ
せる。

継続
中部地方整備局

地域河川課
（課長　村上　由高）

木津川広域基幹河川改修事業
三重県

浸水戸数：932戸
浸水農地面積：518ha

再々評価 294 2,700 299 9.0

昭和34年には、浸水戸数200戸、農地浸水面積540haがあり、昭和57
年、平成2年、3年、5年の洪水時には、木津川沿いの国道422号の冠水
や沿川家屋の浸水被害が生じている。
当該事業の実施により、現況流下能力320m3/sを1,400m3/sまで向上さ
せる。

継続
中部地方整備局

地域河川課
（課長　村上　由高）

浸水戸数：932戸
浸水農地面積：518ha

木津川広域基幹河川改修事業
三重県
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再々評価 10,082 62,838 10,884 5.8
・当該事業の実施により、流下能力は向上し、大川口水門付近で概ね
120m3/sとなる。

継続
近畿地方整備局

地域河川課
（課長　蒲原　潤一）

城北川都市基盤河川改修事業
大阪市

浸水戸数：102万戸 再々評価 540 62,838 10,884 5.8
・当該事業の実施により、流下能力は向上し、大川口水門付近で概ね
120m3/sとなる。 継続

近畿地方整備局
地域河川課

（課長　蒲原　潤一）

城北川都市基盤河川改修事業
大阪市

浸水戸数：102万戸

再々評価 1,883 11,876 214 55.4

・本地域はゼロメートル地帯が広がっており、過去室戸台風（昭和９
年）、ジェーン台風（昭和２５年）、第二室戸台風（昭和３６年）な
ど多くの高潮被害を被っている。
・当該事業の実施により、伊勢湾台風級の超大型台風による高潮の被
害を防止する。また、震度６強の直下型地震にも対応できるよう、防
潮堤及び防潮水門の耐震補強を行う。さらに、河道における現況流下
能力は概ね１／１０年確率であるが、当該事業の実施により１／４０
年確率まで、最終は１／２００年確率まで治水安全度を向上する。

継続
近畿地方整備局

地域河川課
（課長　蒲原　潤一）

大阪地区高潮対策事業(神崎川筋)
大阪府

浸水戸数：23万戸 再々評価 1,183 11,876 214 55.4

・本地域はゼロメートル地帯が広がっており、過去室戸台風（昭和９
年）、ジェーン台風（昭和２５年）、第二室戸台風（昭和３６年）な
ど多くの高潮被害を被っている。
・当該事業の実施により、伊勢湾台風級の超大型台風による高潮の被
害を防止する。また、震度６強の直下型地震にも対応できるよう、防
潮堤及び防潮水門の耐震補強を行う。さらに、河道における現況流下
能力は概ね１／１０年確率であるが、当該事業の実施により１／４０
年確率まで、最終は１／２００年確率まで治水安全度を向上する。

継続
近畿地方整備局

地域河川課
（課長　蒲原　潤一）

浸水戸数：23万戸
大阪地区高潮対策事業(神崎川筋)
大阪府

再々評価 28 170 37 4.6

当該事業の実施により、伊勢湾台風級の超大型台風による高潮の被害
を防止する。また、河道における現況流下能力は概ね50m3/sである
が、概ね1/10年確率（220m3/s）まで、最終は1/100確率（350m3/s）
までの治水安全度を確保する。

継続
近畿地方整備局

地域河川課
（課長　蒲原　潤一）

大阪地区高潮対策事業（津田川）
大阪府

浸水戸数：6,000戸 再々評価 28 170 37 5.3

当該事業の実施により、伊勢湾台風級の超大型台風による高潮の被害
を防止する。また、河道における現況流下能力は概ね50m3/sである
が、概ね1/10年確率（220m3/s）まで、最終は1/100確率（350m3/s）
までの治水安全度を確保する。

継続
近畿地方整備局

地域河川課
（課長　蒲原　潤一）

大阪地区高潮対策事業（津田川）
大阪府

浸水戸数：6,000戸

再々評価 195 2,173 364 6.0

・市街地及び石井地区の中程までは完成しているが、上流部は流下能
力が30%以下と小さいため浸水被害が懸念される
・当該河川上流部周辺の開発は著しく、病院・学校・福祉施設等の生
活弱者施設も多くなってきている。

継続
中国地方整備局

地域河川課
（課長　谷本　尚威）

加茂川広域基幹河川改修事業
鳥取県

浸水家屋:4,058戸 再々評価 195 217 36 6.0

・市街地及び石井地区の中程までは完成しているが、上流部は流下能
力が30%以下と小さいため浸水被害が懸念される
・当該河川上流部周辺の開発は著しく、病院・学校・福祉施設等の生
活弱者施設も多くなってきている。

継続
中国地方整備局

地域河川課
（課長　谷本　尚威）

加茂川広域基幹河川改修事業
鳥取県

浸水家屋:4,058戸

その他 131 188 79 2.3

・平成５年８月には山口市で４９戸の浸水被害が発生するなど、過去
１０年間に２回の浸水被害が発生している。
・当該事業の実施により２年に１回程度の治水安全度を１０年に１回
程度まで向上させる。

継続
中国地方整備局

地域河川課
（課長　谷本　尚威）

南若川広域一般河川改修事業
　山口県

浸水戸数：66189戸
浸水農地面積：2881ha

その他 86 188 79 2.3

・平成５年８月には山口市で４９戸の浸水被害が発生するなど、過去
１０年間に２回の浸水被害が発生している。
・当該事業の実施により２年に１回程度の治水安全度を１０年に１回
程度まで向上させる。

継続
中国地方整備局
地域河川課
（課長　谷本　尚威）

南若川広域一般河川改修事業
　山口県

浸水戸数：66189戸
浸水農地面積：2881ha

再々評価 15 66 5.5 11.9

・平成10年9月24日から25日に家屋22戸の浸水被害が発生している。
・平成11年7月28日に家屋7戸の浸水被害が発生している。
・当該事業の実施により、治水安全度を3年に1回程度までに解消す
る。

継続
四国地方整備局
地域河川課長

（課長　藤山　究）

浸水世帯数：800世帯、
浸水農漁家数32世帯、
浸水農地54ha

波介川広域基幹河川改修事業（長池川）
高知県 再々評価 15 66 7.0 9.4

・平成10年9月24日から25日に家屋22戸の浸水被害が発生している。
・平成11年7月28日に家屋7戸の浸水被害が発生している。
・当該事業の実施により、治水安全度を3年に1回程度までに解消す
る。

継続
四国地方整備局
地域河川課長

（課長　藤山　究）

波介川広域基幹河川改修事業（長池川）
高知県

浸水世帯数：800世帯、
浸水農漁家数32世帯、
浸水農地54ha

再々評価 111 130 63 2.1

大雨のたびに浸水被害を被っており、昭和50年においては、浸水戸数
85戸、浸水面積196haの被害が発生している。
当該事業の実施により、現況流下能力60m3/sを230m3/sまで向上させ
る。

継続
中部地方整備局

地域河川課
（課長　村上　由高）

浸水戸数：83戸
浸水農地面積：105ha

志原川広域基幹河川改修事業
三重県

再々評価 112 130 63 2.1

大雨のたびに浸水被害を被っており、昭和50年においては、浸水戸数
85戸、浸水面積196haの被害が発生している。
当該事業の実施により、現況流下能力60m3/sを230m3/sまで向上させ
る。

継続
中部地方整備局

地域河川課
（課長　村上　由高）

志原川広域基幹河川改修事業
三重県

浸水戸数：83戸
浸水農地面積：105ha

73

73

73

74

74

74

77

78

78

再々評価 4.0 59 4.7 12.4
・平成9年9月16日に、農地約16haの浸水被害が発生している。
・当該事業の実施により、治水安全度を10年に1回程度までに解消す
る。

継続
四国地方整備局
地域河川課長

（課長　藤山　究）

世帯数83世帯、
農漁家数11世帯、
農作地42ha

仁淀川広域基幹河川改修事業（坂折川）
高知県

再々評価 4.0 59 5.0 11.8
・平成9年9月16日に、農地約16haの浸水被害が発生している。
・当該事業の実施により、治水安全度を10年に1回程度までに解消す
る。

継続
四国地方整備局
地域河川課長

（課長　藤山　究）
仁淀川広域基幹河川改修事業（坂折川）
高知県

世帯数83世帯、
農漁家数11世帯、
農作地42ha

再々評価 26 358 18 20.3

・昭和50年8月17日に、農地約70ha、家屋160戸の浸水被害が発生して
いる。
・当該事業の実施により、治水安全度を50年に1回程度までに解消す
る。

継続
四国地方整備局
地域河川課長

（課長　藤山　究）

世帯数2243世帯、農漁家数
241世帯、農作地289ha

奈半利川広域基幹河川改修事業
高知県

再々評価 26 358 18 19.9

・昭和50年8月17日に、農地約70ha、家屋160戸の浸水被害が発生して
いる。
・当該事業の実施により、治水安全度を50年に1回程度までに解消す
る。

継続
四国地方整備局
地域河川課長

（課長　藤山　究）
奈半利川広域基幹河川改修事業
高知県

世帯数2243世帯、農漁家数
241世帯、農作地289ha

再々評価 23 58 27 2.2
・平成6年9月29日に、家屋48戸の浸水被害が発生している。
・当該事業の実施により、治水安全度を30年に1回程度までに解消す
る。

継続
四国地方整備局
地域河川課長

（課長　藤山　究）

世帯数361世帯、
農漁家数21世帯、
農作地15ha

安芸川広域一般河川改修事業（江の川）
高知県

再々評価 18 58 27 2.2
・平成6年9月29日に、家屋48戸の浸水被害が発生している。
・当該事業の実施により、治水安全度を30年に1回程度までに解消す
る。

継続
四国地方整備局
地域河川課長

（課長　藤山　究）
安芸川広域一般河川改修事業（江の川）
高知県

世帯数361世帯、
農漁家数21世帯、
農作地15ha

再々評価 32 1,101 32 34.0

・平成11年6月29日に家屋594戸、農地約40haの浸水被害が発生してい
る。
・当該事業の実施により、治水安全度を50年に1回程度までに解消す
る。また、T.P+3.5mの高潮被害被害を解消する。

継続
四国地方整備局
地域河川課長

（課長　藤山　究）
紅水川高潮対策事業
高知県

世帯数12396世帯、農漁家数
80世帯、農作地10ha 再々評価 32 1,101 32 34.4

・平成11年6月29日に家屋594戸、農地約40haの浸水被害が発生してい
る。
・当該事業の実施により、治水安全度を50年に1回程度までに解消す
る。また、T.P+3.5mの高潮被害被害を解消する。

継続
四国地方整備局
地域河川課長

（課長　藤山　究）
紅水川高潮対策事業
高知県

世帯数12396世帯、農漁家数
80世帯、農作地10ha

10年
継続中

46 4 2 1.9

・平成3年9月には、浜玉町において11戸の浸水被害が発生している。
・当該事業の実施により、現況の流下能力は概ね25m3/sであるが概ね
100m3/sまで向上する。（当該事業の実施により２年に１回程度の治
水安全度を30年に1回程度まで解消する。）

継続
九州地方整備局

地域河川課
（課長　山本　祐二）

玉島川広域一般河川改修事業（横田川）
佐賀県

浸水戸数：293戸
浸水面積：72ha

10年
継続中

46 53 32 1.6

・平成3年9月には、浜玉町において11戸の浸水被害が発生している。
・当該事業の実施により、現況の流下能力は概ね25m3/sであるが概ね
100m3/sまで向上する。（当該事業の実施により２年に１回程度の治
水安全度を30年に1回程度まで解消する。）

継続
九州地方整備局

地域河川課
（課長　山本　祐二）

玉島川広域一般河川改修事業（横田川）
佐賀県

浸水戸数：293戸
浸水面積：72ha

再々評価 123 287 173 1.7

現況河川は大きく蛇行し河積が狭小のため、梅雨前線や台風による出
水により、しばしば人家、田畑等の浸水被害を受けてきた。平成9年9
月に、多大な水田の冠水、浸水家屋150戸以上の被害を受けており、
概ね70年に一度の洪水に対し、家屋、田畑等の浸水被害の軽減を目指
す。

継続
九州地方整備局

地域河川課
（課長　山本　祐二）

浸水戸数：167戸
浸水農地面積：192ha

八坂川広域基幹河川改修事業
大分県

再々評価 173 287 173 1.7

現況河川は大きく蛇行し河積が狭小のため、梅雨前線や台風による出
水により、しばしば人家、田畑等の浸水被害を受けてきた。平成9年9
月に、多大な水田の冠水、浸水家屋150戸以上の被害を受けており、
概ね70年に一度の洪水に対し、家屋、田畑等の浸水被害の軽減を目指
す。

継続
九州地方整備局

地域河川課
（課長　山本　祐二）

八坂川広域基幹河川改修事業
大分県

浸水戸数：167戸
浸水農地面積：192ha

10年
継続中

31 542 30 18.1
・平成10年9月24日から25日に家屋200戸の浸水被害が発生している。
・当該事業の実施により、治水安全度を50年に1回程度までに解消す
る。

継続
四国地方整備局
地域河川課長

（課長　藤山　究）
国分川広域基幹河川改修事業（久万川）
高知県

浸水区域内世帯数：1931世帯
浸水区域内農漁家数：25世帯
浸水農地：8ha

10年
継続中

26 542 30 18.1
・平成10年9月24日から25日に家屋200戸の浸水被害が発生している。
・当該事業の実施により、治水安全度を50年に1回程度までに解消す
る。

継続
四国地方整備局
地域河川課長

（課長　藤山　究）
国分川広域基幹河川改修事業（久万川）
高知県

浸水区域内世帯数：1931世帯
浸水区域内農漁家数：25世帯
浸水農地：8ha

再々評価 39 7,466 256 29.1

・平成10年9月24日から25日に家屋1059戸、農地約40haの浸水被害が
発生している。
・当該事業の実施により、治水安全度を50年に1回程度までに解消す
る。

継続
四国地方整備局
地域河川課長

（課長　藤山　究）
国分川広域基幹河川改修事業（江の口川）
高知県

世帯数10746世帯、農漁家数
58世帯、農作地34ha

再々評価 56 7,466 256 29.0

・平成10年9月24日から25日に家屋1059戸、農地約40haの浸水被害が
発生している。
・当該事業の実施により、治水安全度を50年に1回程度までに解消す
る。

継続
四国地方整備局
地域河川課長

（課長　藤山　究）
国分川広域基幹河川改修事業（江の口川）
高知県

世帯数10746世帯、農漁家数
58世帯、農作地34ha

再々評価 18 37 20 1.9
現況河川は河幅も狭く河積を阻害する橋梁や堰のため、平成5年9月の
出水では19戸の家屋浸水が発生していることから、概ね10年に一度の
洪水に対し、家屋、道路、農地等の浸水被害の防止を図る。

継続
九州地方整備局

地域河川課
（課長　山本　祐二）

三重川広域基幹河川改修事業
大分県

浸水戸数：51戸
浸水農地面積：14ha

再々評価 20 37 20 1.9
現況河川は河幅も狭く河積を阻害する橋梁や堰のため、平成5年9月の
出水では19戸の家屋浸水が発生していることから、概ね10年に一度の
洪水に対し、家屋、道路、農地等の浸水被害の防止を図る。

継続
九州地方整備局

地域河川課
（課長　山本　祐二）

三重川広域基幹河川改修事業
大分県

浸水戸数：51戸
浸水農地面積：14ha
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再々評価 102 209 154 1.4

・近年では、平成１１年９月の台風１８号により浸水被害が発生して
いる。
・当該事業の実施により治水安全度を５０年に１回程度まで解消す
る。

継続
沖縄総合事務局

流域調整室
（室長　徳永　敏朗）

浸水戸数：６７戸
浸水農地面積：３ｈａ

饒波川広域基幹河川改修事業
沖縄県

再々評価 102 210 154 1.4

・近年では、平成１１年９月の台風１８号により浸水被害が発生して
いる。
・当該事業の実施により治水安全度を５０年に１回程度まで解消す
る。

継続
沖縄総合事務局
流域調整室

（室長　徳永　敏朗）

浸水戸数：６７戸
浸水農地面積：３ｈａ

饒波川広域基幹河川改修事業
沖縄県

再々評価 1,110 11,114 447 25.0
・可動堰を設置することにより、河道掘削とあいまって堰地点におけ

る計画高水流量12,000m
３
/ｓを安全に流下させる河道を確保し、洪水

の疎通能力の増加をはかる。
継続

本省河川局治水課
（課長　望月　常好）

紀の川大堰建設事業
近畿地方整備局

浸水面積　約5,000ha 再々評価 1,110 11,114 447 24.9
・可動堰を設置することにより、河道掘削とあいまって堰地点におけ

る計画高水流量12,000m
３
/ｓを安全に流下させる河道を確保し、洪水

の疎通能力の増加をはかる。
継続

本省河川局治水課
（課長　望月　常好）

紀の川大堰建設事業
近畿地方整備局

浸水面積　約5,000ha

その他 425 2,143 433 4.9

・平成2年には、流域関連市町村で死者・行方不明者14名、家屋の全
半壊146戸、一部破損250戸・家屋浸水3,814戸の被害が発生してい
る。
・昭和55年8月・平成2年7月洪水と同程度の洪水を安全に流すことを
整備目標として、洪水流量2,300m3/sのうち300m3/sの洪水調節を行
う。

継続
本省河川局治水課

（課長　望月　常好）
立野ダム建設事業
九州地方整備局

浸水世帯数：約7,300世帯
浸水面積：約580ha

その他 425 2,143 433 5.0

・平成2年には、流域関連市町村で死者・行方不明者14名、家屋の全
半壊146戸、一部破損250戸・家屋浸水3,814戸の被害が発生してい
る。
・昭和55年8月・平成2年7月洪水と同程度の洪水を安全に流すことを
整備目標として、洪水流量2,300m3/sのうち300m3/sの洪水調節を行
う。

継続
本省河川局治水課

（課長　望月　常好）
立野ダム建設事業
九州地方整備局

浸水世帯数：約7,300世帯
浸水面積：約580ha

再々評価 63 169 73 2.3
平成5年水害では上流部の新町地区を中心に80戸を越える家屋の浸水
被害が発生している。この洪水を含む概ね30年に一度の洪水に対し、
家屋、道路、農地等の浸水被害の防止を目指す。

継続
九州地方整備局

地域河川課
（課長　山本　祐二）

七瀬川広域基幹河川改修事業
大分県

浸水戸数：175戸
浸水農地面積：62ha 再々評価 73 169 73 2.3

平成5年水害では上流部の新町地区を中心に80戸を越える家屋の浸水
被害が発生している。この洪水を含む概ね30年に一度の洪水に対し、
家屋、道路、農地等の浸水被害の防止を目指す。

継続
九州地方整備局

地域河川課
（課長　山本　祐二）

七瀬川広域基幹河川改修事業
大分県

浸水戸数：175戸
浸水農地面積：62ha

再々評価 24 53 31 1.7

現況河川は河床が高く、取水のための固定堰による堰き上げ等の影響
により、平成5,9,13年に家屋、田畑が浸水被害を受けている。この水
害を含む概ね30年に一度の洪水に対し、家屋、田畑等の浸水被害の解
消を目指す。

継続
九州地方整備局

地域河川課
（課長　山本　祐二）

堅田川広域一般河川改修事業
大分県

浸水戸数：33戸
浸水農地面積：42ha 再々評価 31 53 31 1.7

現況河川は河床が高く、取水のための固定堰による堰き上げ等の影響
により、平成5,9,13年に家屋、田畑が浸水被害を受けている。この水
害を含む概ね30年に一度の洪水に対し、家屋、田畑等の浸水被害の解
消を目指す。

継続
九州地方整備局

地域河川課
（課長　山本　祐二）

堅田川広域一般河川改修事業
大分県

浸水戸数：33戸
浸水農地面積：42ha

再々評価 430 446 373 1.2

・平成２年には安曇川町で９戸の浸水被害が発生しているなど、過去
に浸水被害が発生している。
・当該事業の実施により、北川第一ダム地点で計画高水流量310m3/s
のうち285m3/s、北川第二ダム地点で計画高水流量290m3/sのうち
265m3/sの洪水調節を行う。

継続
本省河川局治水課

（課長　望月　常好）
北川ダム建設事業
滋賀県

浸水戸数：5,436戸
浸水農地面積：2,259ha

再々評価 430 439 349 1.3

・平成２年には安曇川町で９戸の浸水被害が発生しているなど、過去
に浸水被害が発生している。
・当該事業の実施により、北川第一ダム地点で計画高水流量310m3/s
のうち285m3/s、北川第二ダム地点で計画高水流量290m3/sのうち
265m3/sの洪水調節を行う。

継続
本省河川局治水課

（課長　望月　常好）
北川ダム建設事業
滋賀県

浸水戸数：5,436戸
浸水農地面積：2,259ha

再々評価 398 499 293 1.7

・平成２年には多賀町で46戸の浸水被害が発生しているなど、過去に
浸水被害が発生している。
・当該事業の実施により、ダム地点下流芹川合流点で計画高水流量
880m3/sのうち310m3/sの洪水調節を行う。

継続
本省河川局治水課

（課長　望月　常好）
栗栖ダム建設事業
滋賀県

浸水戸数：30,929戸
浸水農地面積：516ha 再々評価 265 621 209 3.0

・平成２年には多賀町で46戸の浸水被害が発生しているなど、過去に
浸水被害が発生している。
・当該事業の実施により、ダム地点下流芹川合流点で計画高水流量
880m3/sのうち310m3/sの洪水調節を行う。

継続
本省河川局治水課

（課長　望月　常好）
栗栖ダム建設事業
滋賀県

浸水戸数：30,929戸
浸水農地面積：516ha
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再々評価 67 66 30 2.2

・平成１３年高知県西南部豪雨災害にて全懐２戸、半壊３４
戸、一部損壊１戸、床上・床下浸水４１戸などの計７８戸の被
害と農地浸水４９．８ｈａが発生した。
・大月町簡易水道において、取水源が不安定であることから毎
年のように断水が発生しており、平成８年ではダム給水区域の
姫ノ井地区において１日あたり１８時間の断水が１４日間発生
し、その地区の５１５人の住民生活に大きな影響を与えた。

継続
本省河川局治水課

（課長　望月　常好）
春遠生活貯水池建設事業
高知県

浸水戸数：71戸
浸水農地面積：31ha

谷田川通常砂防事業
大阪府

再々評価 8 90 12 7.4
・当該事業の実施により土砂流出を防止し、家屋367戸、公民館1戸、
主要地方道330m、市道2,020mの被害を抑制する。

継続
本省河川局保全課

（課長　坂口　哲夫）
家屋367戸、公民館1戸
主要地方道330m、市道2,020m

谷田川通常砂防事業
大阪府

再々評価 8.4 90 12 7.4
・当該事業の実施により土砂流出を防止し、家屋367戸、公民館1戸、
主要地方道330m、市道2,020mの被害を抑制する。

継続
本省河川局保全課

（課長　坂口　哲夫）
家屋367戸、公民館1戸
主要地方道330m、市道2,020m

10年
継続中

14.5 41.5 19.8 2.1
・地すべり災害から人家及び公共施設、国道等を保全するため
の防災事業である。 継続

本省河川局保全課
（課長　坂口　哲

夫）

平地すべり対策事業
宮城県 人家84戸、公共施設、国道

10年
継続中

15 50 25 2.0
・地すべり災害から人家及び公共施設、国道等を保全するため
の防災事業である。 継続

本省河川局保全課
（課長　坂口　哲

夫）

平地すべり対策事業
宮城県 人家84戸、公共施設、国道

再々評価 50 122 90 1.4
・地すべり災害から人家、国道及び１級河川を保全するための
防災事業である。 継続

本省河川局保全課
（課長　坂口　哲

夫）

谷地地区地すべり対策事業
秋田県

人家２４１戸
国道３４２号
１級河川成瀬川
公民館等

再々評価 50 121 90 1.3
・地すべり災害から人家、国道及び１級河川を保全するための
防災事業である。 継続

本省河川局保全課
（課長　坂口　哲

夫）

谷地地区地すべり対策事業
秋田県

人家２４１戸
国道３４２号
１級河川成瀬川
公民館等

10年
継続中

6.1 20 5.8 3.8
・保全対象には、人家27戸、国道406号、公民館、町道、橋梁があ
る。また、八ツ場ダム建設に伴う付替国道145号やJR吾妻線が貫通す
る計画がある。

継続
本省河川局保全課

（課長　坂口　哲夫）
小倉沢通常砂防事業（補助）
群馬県

人家27戸、公民館、国･町道
（橋梁）

10年
継続中

6.1 1.4 0.58 2.5
・保全対象には、人家27戸、国道406号、公民館、町道、橋梁があ
る。また、八ツ場ダム建設に伴う付替国道145号やJR吾妻線が貫通す
る計画がある。

継続
本省河川局保全課

（課長　坂口　哲夫）
人家27戸、公民館、国･町道
（橋梁）

小倉沢通常砂防事業（補助）
群馬県

10年
継続中

13 18 15 1.2

・本事業により綱木集落への唯一のアクセス路線である県道を保全す
ることにより、緊急時の避難路や輸送路が確保される。また、護岸工
延長を必要最小限にとどめコスト縮減に努めながら、事業の早期完了
を目指している。

継続
本省河川局保全課

（課長　坂口　哲夫）
綱木川　通常砂防事業
山形県

小学校や公民館等を保全する
ため

10年
継続中

10 18 15 1.2

・本事業により綱木集落への唯一のアクセス路線である県道を保全す
ることにより、緊急時の避難路や輸送路が確保される。また、護岸工
延長を必要最小限にとどめコスト縮減に努めながら、事業の早期完了
を目指している。

継続
本省河川局保全課

（課長　坂口　哲夫）
綱木川　通常砂防事業
山形県

小学校や公民館等を保全する
ため

10年継続中 12 14 11 1.3
・保全対象には、人家22戸、国道462号、町道、橋梁がある。ま
た、(旧)小中学校跡地は、町がNPO法人に貸し出しを行い、町の
振興及び地域の活性化に役立っている。

継続
本省河川局保全課
（課長　坂口　哲

夫）

保美濃山地区地すべり対策事業（補助）
群馬県

人家22戸、学校、国･町道
（橋梁）

10年継続中 12 1.4 1.1 1.3
・保全対象には、人家22戸、国道462号、町道、橋梁がある。ま
た、(旧)小中学校跡地は、町がNPO法人に貸し出しを行い、町の
振興及び地域の活性化に役立っている。

継続
本省河川局保全課
（課長　坂口　哲

夫）

保美濃山地区地すべり対策事業（補助）
群馬県

人家22戸、学校、国･町道
（橋梁）

10年継続中 18 25 19 1.3
・保全対象に、緊急輸送路に指定されている国道や治水上重要
な中津川が含まれており、事業の必要性は高い。また事業も順
調に進んでいる。

継続
本省河川局保全課
（課長　坂口　哲

夫）

田代地区地すべり対策事業（補助）
神奈川県

国道300ｍ、中津川（1級河
川）等 10年継続中 18 25 19 2.3

・保全対象に、緊急輸送路に指定されている国道や治水上重要
な中津川が含まれており、事業の必要性は高い。また事業も順
調に進んでいる。

継続
本省河川局保全課
（課長　坂口　哲

夫）

田代地区地すべり対策事業（補助）
神奈川県

国道300ｍ、中津川（1級河
川）等

再々評価 12.0 29 9.5 3.1

・H11.6.29梅雨前線に伴う豪雨により、山腹崩壊が発生し、農
道の通行止め等の災害が発生。
・地元の地すべりに対する認識は深く、事業に対する評価は高
い。
・地元は事業に対し協力的であり、円滑に事業が進捗。

継続
本省河川局保全課
（課長　坂口　哲

夫）

・保全人家64戸
・耕地10.1ha
・国道、町道

大砂子地区地すべり対策事業
高知県

再々評価 9.0 26 9.0 2.9

・経年的な地すべり活動により、家屋、道路、耕地に亀裂等が
発生。
・地元の地すべりに対する認識は深く、事業に対する評価は高
い。
・地元は事業に対し協力的であり、円滑に事業が進捗。

継続
本省河川局保全課
（課長　坂口　哲

夫）

佐賀山地区地すべり対策事業
高知県

・保全人家60戸
・耕地65.3ha
・町道

再々評価 9.2 29 10 3.1

・H11.6.29梅雨前線に伴う豪雨により、山腹崩壊が発生し、農
道の通行止め等の災害が発生。
・地元の地すべりに対する認識は深く、事業に対する評価は高
い。
・地元は事業に対し協力的であり、円滑に事業が進捗。

継続
本省河川局保全課
（課長　坂口　哲

夫）

大砂子地区地すべり対策事業
高知県

・保全人家64戸
・耕地10.1ha
・国道、町道

再々評価 8.2 26 9.0 2.9

・経年的な地すべり活動により、家屋、道路、耕地に亀裂等が
発生。
・地元の地すべりに対する認識は深く、事業に対する評価は高
い。
・地元は事業に対し協力的であり、円滑に事業が進捗。

継続
本省河川局保全課
（課長　坂口　哲

夫）

佐賀山地区地すべり対策事業
高知県

・保全人家60戸
・耕地65.3ha
・町道



92

92

92

92

126

128

荷主と港湾空間 陸上輸送 離 短縮 り 輸送 が削減さ

10年
継続中

3.9 8.7 4.9 1.8 ・災害時には緊急物資の物流拠点や避難緑地として活用することがで
きる。

継続

本省港湾局
環境・技術課

環境整備計画室
（室長　牛嶋　龍一

郎）

浜田港　福井地区
港湾緑地整備事業
島根県

平成18年度
背後圏世帯数：42,086世帯
(30km圏域)

10年
継続中

140 226 151 1.5

・荷主と港湾空間の陸上輸送距離の短縮により、輸送コストが削減さ
れると共に、CO2及びNOxの排出量が削減され、港湾の周辺環境が改善
される。また、物流の効率化が図られ、地域経済の振興と雇用の創出
が図られる。
・排出ガスの減少（CO2：5,752トン－C/年）

継続
本省港湾局計画課

（課長　林田　博）

尾道糸崎港 機織地区
多目的国際ﾀｰﾐﾅﾙ整備事業
中国地方整備局

輸送コスト削減
(H20年代前半想定原木取扱量
565千ﾄﾝ/年)

再々評価 11 33 7.7 4.3

・経年的な地すべり活動により、家屋、道路、耕地に亀裂等が
発生。
・地元の地すべりに対する認識は深く、事業に対する評価は高
い。
・地元は事業に対し協力的であり、円滑に事業が進捗。

継続
本省河川局保全課
（課長　坂口　哲

夫）

高須地区地すべり対策事業
高知県

・保全人家63戸
・耕地43ha
・町道 再々評価 7.7 33 7.7 4.3

・経年的な地すべり活動により、家屋、道路、耕地に亀裂等が
発生。
・地元の地すべりに対する認識は深く、事業に対する評価は高
い。
・地元は事業に対し協力的であり、円滑に事業が進捗。

継続
本省河川局保全課
（課長　坂口　哲

夫）

高須地区地すべり対策事業
高知県

・保全人家63戸
・耕地43ha
・町道

再々評価 41 70 25 2.8

・S50,S51台風17号により町道や橋梁、民家が被災、H11台風5号
により1戸移転、橋梁半壊の災害が発生。
・地元の地すべりに対する認識は深く、事業に対する評価は高
い。
・地元は事業に対し協力的であり、円滑に事業が進捗。

継続
本省河川局保全課
（課長　坂口　哲

夫）

・保全人家27戸
・耕地54.11ha
・林地151.18ha

谷の内地区地すべり対策事業
高知県 再々評価 24 70 25 2.8

・S50,S51台風17号により町道や橋梁、民家が被災、H11台風5号
により1戸移転、橋梁半壊の災害が発生。
・地元の地すべりに対する認識は深く、事業に対する評価は高
い。
・地元は事業に対し協力的であり、円滑に事業が進捗。

継続
本省河川局保全課
（課長　坂口　哲

夫）

谷の内地区地すべり対策事業
高知県

・保全人家27戸
・耕地54.11ha
・林地151.18ha

再々評価 37 86 27 3.2

・S38台風9号により耕地崩壊の災害が発生。また、排水トンネ
ルが破損するなど経年的地すべり変状が続いている。
・地元の地すべりに対する認識は深く、事業に対する評価は高
い。
・地元は事業に対し協力的であり、円滑に事業が進捗。

継続
本省河川局保全課
（課長　坂口　哲

夫）

・保全人家109戸
・耕地21.5ha
・国道、県道
・町役場、小学校、保育園

長者地区地すべり対策事業
高知県 再々評価 26 86 27 3.2

・S38台風9号により耕地崩壊の災害が発生。また、排水トンネ
ルが破損するなど経年的地すべり変状が続いている。
・地元の地すべりに対する認識は深く、事業に対する評価は高
い。
・地元は事業に対し協力的であり、円滑に事業が進捗。

継続
本省河川局保全課
（課長　坂口　哲

夫）

・保全人家109戸
・耕地21.5ha
・国道、県道
・町役場、小学校、保育園

長者地区地すべり対策事業
高知県

荷主と港湾空間 陸上輸送 離 短縮 り 輸送 が削減さ

10年
継続中

3.9 9.4 4.9 1.9 ・災害時には緊急物資の物流拠点や避難緑地として活用することがで
きる。

継続

本省港湾局
環境・技術課

環境整備計画室
（室長　牛嶋　龍一

郎）

浜田港　福井地区
港湾緑地整備事業
島根県

平成18年度
背後圏世帯数：42,086世帯
(30km圏域)

10年
継続中

140 151 226 1.5

・荷主と港湾空間の陸上輸送距離の短縮により、輸送コストが削減さ
れると共に、CO2及びNOxの排出量が削減され、港湾の周辺環境が改善
される。また、物流の効率化が図られ、地域経済の振興と雇用の創出
が図られる。
・排出ガスの減少（CO2：5,752トン－C/年）

継続 本省港湾局計画課
（課長　林田　博）

尾道糸崎港 機織地区
多目的国際ﾀｰﾐﾅﾙ整備事業
中国地方整備局

輸送コスト削減
(H20年代前半想定原木取扱量
565千ﾄﾝ/年)

再々評価 11 30 10 3.0

・経年的な地すべり活動により、家屋、道路、耕地に亀裂等が
発生。
・地元の地すべりに対する認識は深く、事業に対する評価は高
い。
・地元は事業に対し協力的であり、円滑に事業が進捗。

継続
本省河川局保全課
（課長　坂口　哲

夫）

・保全人家124戸
・耕地24.7ha
・国道、町道
・町役場、病院

川井地区地すべり対策事業
高知県 再々評価 9.2 30 10 3.0

・経年的な地すべり活動により、家屋、道路、耕地に亀裂等が
発生。
・地元の地すべりに対する認識は深く、事業に対する評価は高
い。
・地元は事業に対し協力的であり、円滑に事業が進捗。

継続
本省河川局保全課
（課長　坂口　哲

夫）

川井地区地すべり対策事業
高知県

・保全人家124戸
・耕地24.7ha
・国道、町道
・町役場、病院

129 10年
継続中

17 32 15 2.1

・荷主と港湾空間の陸上輸送距離の短縮により、輸送コストが削減さ
れると共に、CO2及びNOxの排出量が削減され、港湾の周辺環境が改善
される。また、物流の効率化が図られ、地域経済の振興と雇用の創出
が図られる。

継続
九州地方整備局
港湾空港部港湾計画課
（課長　神谷　昌文）

日出港　尖地区
国内物流ﾀｰﾐﾅﾙ整備事業
大分県

輸送ｺｽﾄ削減
（H17想定取扱貨物量291千ト
ン/年）

10年
継続中

17 15 32 2.1

・荷主と港湾空間の陸上輸送距離の短縮により、輸送コストが削減さ
れると共に、CO2及びNOxの排出量が削減され、港湾の周辺環境が改善
される。また、物流の効率化が図られ、地域経済の振興と雇用の創出
が図られる。

継続
九州地方整備局
港湾空港部港湾計画課
（課長　神谷　昌文）

日出港　尖地区
国内物流ﾀｰﾐﾅﾙ整備事業
大分県

輸送ｺｽﾄ削減
（H17想定取扱貨物量291千ト
ン/年）
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